
京都都市計画地区計画の変更（向日市決定） 
 
阪急洛西口駅東地区地区計画を次のように変更する。 

名  称 阪急洛西口駅東地区地区計画 
位  置 向日市寺戸町七ノ坪、八ノ坪、正田、九ノ坪、志賀見、寺田及び三ノ坪の各一部 
面  積 約８．８ｈa 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区計画の目標 当地区は、本市の北の玄関口に位置し、阪急京都線洛西口駅に隣接するなど、

交通利便性に優れた地区である。また、本市都市計画マスタープランでは周辺地

域を含む一体を新市街地ゾーンに位置付けており、その方針に沿って、土地区画

整理事業により計画的な市街地整備が行われる地区である。 
このような地区に、地区計画を定めることにより、駅前のにぎわいのある街並

みの形成、ゆとりや緑のある良好な市街地環境の創出、建築物の用途の混在ある

いは敷地の細分化などによる都市環境の悪化防止等を図り、「にぎわいとうるお

いのあるむこう緑都心」の実現を目指すことを地区計画の目標とする。 
土地利用の方針 幹線道路及び補助幹線道路沿道は、駅前としてのにぎわいを創出するため店舗

利用等の誘導を図る。その他の地区は、緑豊かなうるおいのある住環境の形成を

図る。 
地区施設の整備の

方針 
交通の円滑な処理、にぎわいとうるおいのある都市景観の創出を図るため幹線

道路（都市計画道路桂馬場線）及び補助幹線道路の整備に努める。 
区画道路については、歩車共存を原則とし、歩行者の安全性・快適性や自動車

の通過交通抑制に配慮した配置とする。 
建築物の整備方針 沿道商業機能を誘導する地区については、周辺環境と調和した統一感のある街

並みの形成を図り、住宅系土地利用を誘導する地区については、緑豊かなうるお

いとゆとりのある住環境を形成するため、建築物の形態・意匠等の制限を行う。 

 



 

地区の 

区分 

地区の名称 Ａ地区 

地区の面積 約１．１ｈａ 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の用途の

制限 

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項第４号

に掲げる営業に供する建築物 

建築物の容積率

の最高限度 
  

建築物の敷地面

積の最低限度 

 建築物の敷地面積は、２００㎡以上とする。 

 ただし、建築基準法別表第二（い）項第 9 号に掲げる建築物の敷地として

使用する場合又は、土地区画整理法第 98条の規程による仮換地の指定を受け

た土地の全部を一の敷地として、所有権その他の権利に基づいて使用する場

合は、この限りでない。 

壁面の位置の制

限 

計画図表示の道路境界線に面する建築物の外壁又はこれに代わる柱の面

から、道路境界線までの距離の最低限度は１ｍとする。 

建築物等の高さ

の制限 

 保留地を含む建築物の敷地については、建築物が冬至日において、阪急洛

西口駅東地区地区計画の計画図による区域に日影を生じることとなる場合

は、当該日影を生じることとなる区域（建築基準法施行条例（昭和３５年京

都府条例第１３号）第１９条の２の規定又は京都市建築基準条例（平成１３

年京都市条例第１号）第４２条の規定により日影の規制を受ける区域を除

く。）について、建築基準法第５６条の２の規定を準用し、平均地盤面から

４ｍの高さにおける水平面において、用途地域の都市計画において指定され

た容積率が２００％の区域にあっては建築基準法別表第四の３の項の（に）

欄の第（１）号に掲げる時間以上日影となる部分を生じさせることのないも

のとしなければならない。 

６０ｍ 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

 建築物の外壁及び屋根の色彩は、地区の環境に調和した落ち着きのあるも

のとする。 

(1) 屋外広告物（次号アからオまでに掲げるものを除く。）を表示する場

合は、周囲の景観に調和するよう色彩、形状及び意匠並びに当該屋外広

告物を表示し、又は掲出物件を設置する位置等について配慮するものと

する。 

(2) 次の各号に該当するものは、表示し、又は掲出物件を設置してはなら

ない。 

ア 屋上広告板 

イ 屋上広告塔 

ウ 軒下広告物のうち、壁面から突出して設置するもので、広告面が設置

壁面に対しておおむね直角のもの 

エ 軒下広告物のうち、同一壁面に表示される広告物の表示面積の合計

が、当該同一壁面の見付面積の１／１０以上のもの 

オ 可変表示式広告物を使用するもの 

 向日市道第２２５０号線に接する敷地上に車の出入口を設けない。 

 建築物等の意匠、形態及び色彩は、当地区の「かお」に相応しい新市街地

の都市景観を形成するものとする。 

 



かき又はさくの

構造の制限 

道路に面する部分に設けるかき、さく、若しくは塀の構造は、次の各号の

一に掲げるものでなければならない。ただし、門については、この限りでな

い。 

(1)生垣 

(2)高さ 60ｃｍ以下のレンガ積み又は石積み等の上に植栽を施したもの 

(3)さくと植栽を組み合わせたもの 

制限の適用除外 

阪急鉄道敷については、鉄道事業施設、駅の利便施設、交通環境施設等で、 

地区計画の目標に照らして周辺の環境を害するおそれがなく、市長が用途上

又は構造上やむを得ないと認めて許可したもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地区の 

区分 

地区の名称 Ｂ地区 

地区の面積 約２．８ｈａ 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の用途の

制限 

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項第４号

に掲げる営業に供する建築物 

建築物の容積率

の最高限度 
  

建築物の敷地面

積の最低限度 

 建築物の敷地面積は、２００㎡以上とする。 

 ただし、建築基準法別表第二（い）項第 9 号に掲げる建築物の敷地として

使用する場合又は、土地区画整理法第 98条の規程による仮換地の指定を受け

た土地の全部を一の敷地として、所有権その他の権利に基づいて使用する場

合は、この限りでない。 

壁面の位置の制

限 

計画図表示の道路境界線に面する建築物の外壁又はこれに代わる柱の面

から、道路境界線までの距離の最低限度は１ｍとする。 

建築物等の高さ

の制限 

 

３０ｍ 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

 建築物の外壁及び屋根の色彩は、地区の環境に調和した落ち着きのあ

るものとする。 

(1) 屋外広告物（次号アからオまでに掲げるものを除く。）を表示する場

合は、周囲の景観に調和するよう色彩、形状及び意匠並びに当該屋外広

告物を表示し、又は掲出物件を設置する位置等について配慮するものと

する。 

(2) 次の各号に該当するものは、表示し、又は掲出物件を設置してはなら

ない。 

ア 屋上広告板 

イ 屋上広告塔 

ウ 軒下広告物のうち、壁面から突出して設置するもので、広告面が設置

壁面に対しておおむね直角のもの 

エ 軒下広告物のうち、同一壁面に表示される広告物の表示面積の合計

が、当該同一壁面の見付面積の１／１０以上のもの 

オ 可変表示式広告物を使用するもの 

 向日市道第２２５０号線又は向日市道第２００８号線に接する敷地上

に車の出入口を設けない。 

 建築物等の意匠、形態及び色彩は、統一感のある沿道の都市景観を創

出するものとする。 

かき又はさくの

構造の制限 

道路に面する部分に設けるかき、さく、若しくは塀の構造は、次の各号の

一に掲げるものでなければならない。ただし、門については、この限りでな

い。 

(1)生垣 

(2)高さ 60ｃｍ以下のレンガ積み又は石積み等の上に植栽を施したもの 

(3)さくと植栽を組み合わせたもの 

制限の適用除外 

阪急鉄道敷については、鉄道事業施設、駅の利便施設、交通環境施設等で、 

地区計画の目標に照らして周辺の環境を害するおそれがなく、市長が用途上

又は構造上やむを得ないと認めて許可したもの 

 



地区の 

区分 

地区の名称 Ｃ地区 

 地区の面積 約２．４ｈａ 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の用途の

制限 

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項第４号

に掲げる営業に供する建築物 

建築物の容積率

の最高限度 
１０分の２５(250%) 

建築物の敷地面

積の最低限度 

 建築物の敷地面積は、１２５㎡以上とする。 

 ただし、建築基準法別表第二（い）項第 9 号に掲げる建築物の敷地として

使用する場合又は、土地区画整理法第 98条の規程による仮換地の指定を受け

た土地の全部を一の敷地として、所有権その他の権利に基づいて使用する場

合は、この限りでない。 

壁面の位置の制

限 

 計画図表示の道路境界線に面する建築物の外壁又はこれに代わる柱の面

から、道路境界線までの距離の最低限度は１ｍとする。 

建築物等の高さ

の制限 

建築物が冬至日において、阪急洛西口駅東地区地区計画の計画図による区

域に日影を生じることとなる場合は、当該日影を生じることとなる区域（建

築基準法施行条例（昭和３５年京都府条例第１３号）第１９条の２の規定又

は京都市建築基準条例（平成１３年京都市条例第１号）第４２条の規定によ

り日影の規制を受ける区域を除く。）について、建築基準法第５６条の２の

規定を準用し、平均地盤面から４ｍの高さにおける水平面において、用途地

域の都市計画において指定された容積率が２００％の区域にあっては建築

基準法別表第四の３の項の（に）欄の第（１）号に掲げる時間以上日影とな

る部分を生じさせることのないものとしなければならない。 

 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

 建築物の外壁及び屋根の色彩は、地区の環境に調和した落ち着きのあるも

のとする。 

(1) 屋外広告物(次号のアからカまでに掲げるものを除く。)を表示する場

合は、周囲の景観に調和するよう色彩、形態、意匠並びに当該屋外広告物を

表示し、又は掲出物件を設置する位置等について配慮するものとする。 

(2) 次の各号に該当するものは、表示し、又は掲出物件を設置してはなら

ない。 

 ア 京都府屋外広告物条例（昭和２８年京都府条例第３０号）第５条第１

項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項に規定する広告物

又は掲出物件でないもの 

イ 屋上広告物 

ウ 屋上広告塔 

エ 軒下広告物のうち、壁面から突出して設置するもので、広告面が設置

壁面に対しておおむね直角なもの 

オ 軒下広告物のうち、同一壁面に表示される広告物の表示面積の合計

が、当該同一壁面の見付面積の１／１０以上のもの 

カ 可変表示式広告物を使用するもの 

  

 



 建築物等の意匠、形態及び色彩は周辺環境と調和した住環境景観を創出す

るものとする。 

かき又はさくの

構造の制限 

道路に面する部分に設けるかき、さく、若しくは塀の構造は、次の各号の

一に掲げるものでなければならない。ただし、門については、この限りでな

い。 

(1)生垣 

(2)高さ 60ｃｍ以下のレンガ積み又は石積み等の上に植栽を施したもの 

(3)さくと植栽を組み合わせたもの 

制限の適用除外 
土地改良事業、電気事業、水道事業等のため公益上必要な建築物等で、市

長が用途又は構造上やむを得ないと認めて許可したもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地区の 

区分 

地区の名称 Ｄ地区 

 地区の面積 約１．４ｈａ 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の用途の

制限 

  

 

建築物の容積率

の最高限度  

建築物の敷地面

積の最低限度 

 建築物の敷地面積は、１２５㎡以上とする。 

 ただし、建築基準法別表第二（い）項第 9 号に掲げる建築物の敷地として

使用する場合又は、土地区画整理法第 98条の規程による仮換地の指定を受け

た土地の全部を一の敷地として、所有権その他の権利に基づいて使用する場

合は、この限りでない。 

壁面の位置の制

限 

 計画図表示の道路境界線に面する建築物の外壁又はこれに代わる柱の面

から、道路境界線までの距離の最低限度は１ｍとする。 

建築物等の高さ

の制限 

 

 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

 建築物の外壁及び屋根の色彩は、地区の環境に調和した落ち着きのあるも

のとする。 

(1) 屋外広告物(次号のアからカまでに掲げるものを除く。)を表示する場

合は、周囲の景観に調和するよう色彩、形態、意匠並びに当該屋外広告物を

表示し、又は掲出物件を設置する位置等について配慮するものとする。 

(2) 次の各号に該当するものは、表示し、又は掲出物件を設置してはなら

ない。 

 ア 京都府屋外広告物条例（昭和２８年京都府条例第３０号）第５条第１

項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項に規定する広告物

又は掲出物件でないもの 

イ 屋上広告物 

ウ 屋上広告塔 

エ 軒下広告物のうち、壁面から突出して設置するもので、広告面が設置

壁面に対しておおむね直角なもの 

オ 軒下広告物のうち、同一壁面に表示される広告物の表示面積の合計

が、当該同一壁面の見付面積の１／１０以上のもの 

カ 可変表示式広告物を使用するもの 

  

 建築物等の意匠、形態及び色彩は、緑と調和させるものとする。 

かき又はさくの

構造の制限 

道路に面する部分に設けるかき、さく、若しくは塀の構造は、次の各号の

一に掲げるものでなければならない。ただし、門については、この限りでな

い。 

(1)生垣 

(2)高さ 60ｃｍ以下のレンガ積み又は石積み等の上に植栽を施したもの 

(3)さくと植栽を組み合わせたもの 

 



 地区の 

区分 

地区の名称 Ｅ地区 

 地区の面積 約１．１ｈａ 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の用途の

制限 

  

 

建築物の容積率

の最高限度  

建築物の敷地面

積の最低限度 

 建築物の敷地面積は、１２５㎡以上とする。 

 ただし、建築基準法別表第二（い）項第 9 号に掲げる建築物の敷地として

使用する場合又は、土地区画整理法第 98条の規程による仮換地の指定を受け

た土地の全部を一の敷地として、所有権その他の権利に基づいて使用する場

合は、この限りでない。 

壁面の位置の制

限 
  

建築物等の高さ

の制限 

 

 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

 建築物の外壁及び屋根の色彩は、地区の環境に調和した落ち着きのあるも

のとする。 

(1) 屋外広告物(次号のアからカまでに掲げるものを除く。)を表示する場

合は、周囲の景観に調和するよう色彩、形態、意匠並びに当該屋外広告物を

表示し、又は掲出物件を設置する位置等について配慮するものとする。 

(2) 次の各号に該当するものは、表示し、又は掲出物件を設置してはなら

ない。 

 ア 京都府屋外広告物条例（昭和２８年京都府条例第３０号）第５条第１

項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項に規定する広告物

又は掲出物件でないもの 

イ 屋上広告物 

ウ 屋上広告塔 

エ 軒下広告物のうち、壁面から突出して設置するもので、広告面が設置

壁面に対しておおむね直角なもの 

オ 軒下広告物のうち、同一壁面に表示される広告物の表示面積の合計

が、当該同一壁面の見付面積の１／１０以上のもの 

カ 可変表示式広告物を使用するもの 

  

 建築物等の意匠、形態及び色彩は、周辺環境と調和した住環境景観を創出

するものとする。 

かき又はさくの

構造の制限 

道路に面する部分に設けるかき、さく、若しくは塀の構造は、次の各号の

一に掲げるものでなければならない。ただし、門については、この限りでな

い。 

(1)生垣 

(2)高さ 60ｃｍ以下のレンガ積み又は石積み等の上に植栽を施したもの 

(3)さくと植栽を組み合わせたもの 

 

「区域及び地区整備計画の区域は計画図表示のとおり」 


